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税務情報 

経済産業省 － 「研究開発税制の概要と令和 5年度税制改正につい
て」の公表 

2023年度税制改正では、試験研究費の税額控除制度について、以下の改正が行
われました。 

(1)  一般型の税額控除制度について、税額控除割合の見直しや、税額控除額の
上限を変動させる新たな仕組みの導入により、研究開発費の増減に応じて
メリットを増減させる仕組みを強化し、研究開発費の増加インセンティブ
をさらに高める見直しが行われた。

(2)  特別試験研究費の額に係る税額控除制度（オープンイノベーション型の税
額控除制度）について、さらなるオープンイノベーションの促進に向けて、
幅広いスタートアップ企業との共同研究、委託研究を促すため、研究開発
型スタートアップ企業の対象が大幅に拡充された。また、高度研究人材
（博士号取得者や外部で一定の研究者としてのキャリアを積んだ人材）を
雇用した場合に、その人件費を、一定の期間、特別試験研究費の額に係る
税額控除制度の対象とする新たな類型が創設された。

(3)  試験研究費の範囲について、新たなサービス開発を促すため、サービス開
発のための試験研究において既存のビッグデータを活用する場合も本制
度の対象とする見直し等が行われた。

上記の改正を踏まえ、経済産業省は 12月 22日、「研究開発税制について」のペ
ージに以下の資料を公表しました。 

 研究開発税制の概要と令和 5年度税制改正について（PDF 2,452KB）

この資料（全 40ページ）は以下の 4部で構成されています。 

1. 研究開発税制の全体像
2. 研究開発税制の詳細
3. 参考資料
4. 令和 5年度の改正概要

「2. 研究開発税制の詳細」には、2023年度税制改正後の本制度の内容が解説さ
れており、たとえば、P.16では試験研究費割合が 10％を超える場合の事例を用

No.296   26 December 2023 

https://www.meti.go.jp/policy/tech_promotion/tax/about_tax.html
https://www.meti.go.jp/policy/tech_promotion/tax/R5gaiyou.pdf


KPMG Japan e-Tax News   2 

© 2023 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG global organization of 
independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 

いて、一般型の税額控除制度における控除額の計算方法が分かりやすく解説さ
れています。また、P.21 では高度研究人材を採用して一定の試験研究を行い、
特別試験研究費の額に係る税額控除制度を利用する場合の手続のスキームが示
されています。 

*** 

上記（2）の特別試験研究費の額に係る税額控除制度の見直しを受けて、経済産
業省は 3 月 31日、スタートアップとの共同研究・委託研究について、「令和 5

年 4月 1日以降の特別試験研究費税額控除制度におけるスタートアップとの共
同研究等に係る手続きについて」というページを公表しています（*）。なお、経
済産業省は「特別試験研究費税額控除制度ガイドライン〔令和 3 年度〕」（PDF 

1,616KB）も公表していますが、こちらは現時点では改訂されておらず、2023

年度税制改正の内容は反映されておりません。 

（*）本公表は、e-Tax News No.278「経済産業省からの公表情報」（2023年 4

月 5日発行）にてお知らせしています。 
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